
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 業 報 告

令和 4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

1 事業の成果
創設10年 目を迎え、eК資格認定試験を東京、愛知 (名 古屋)、 宮城 (仙 台)、 大阪で実施。2次試験は実
技の総合力を図るため論述試験を引き続き実施した。教育事業についてはEMCAアカデミーとして各種
研修やカウンセリングの実践機会など継続的な学習機会を設け、会員のスキルアップに向けた施策を
実施した。EAP従業員支援プログラムの普及及び支援事業については、会員の日頃の活動の成果を発表
する機会やキャリアとメンタルの融合を目指すキャリア部会の展開などを実施した。また2期 目を迎え
た全国支部会の活動支援も実施した。情報提供事業については協会機関誌の発行の他、引き続き協会
ホームページを活用した情報発信を進めた。

2 事業の実施に関する事項

(2)そ の他の事業

実施 しなかった。

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

|

1事業費

|

の金額 (千

円)

資格認定試験
事業

EAPメ ンタルヘルス

カウンセラーの技術 レ
ベルを認定する資格試

験の実施。

年 2回

計 15日 間

東京、

名古屋、
仙台

大阪 10名

首都圏及び主要樹
市圏内企業・事業

万に所属す る経営

者・従業員一般

(不特定多数)

8, 566

EAPメ ンタル
ヘルス教育事業

EAPメ ンタルヘルス

カウンセラー養成のた

めのカ リキュラム開発

及びその教育事業

通年 法人
事務所

10名

首都圏及び主要襴
市圏内企業・事業

所に所属す る経営

者 。従業員一般

(不特定多数)

12,644

従業員支援プロ

グラム (EAP)
の普及・導入支
援事業

企業、 自治体等への従

業員 支援 プ ログ ラム

(EAP)の 普及・導
入 支援事業。

通年 法人

事務所

3名

首都圏及び主要都
市圏内企業 。事業

所に所属す る経営

者 。従業員一般

(不特定多数)

0

情報提供事業

協会ホームページの制

作を通 して、法人の活

動状況や EAPに 関す
る情報発信を実施。

通年 法人

事務所

3名

首都圏及び主要都
市圏内企業・事業

所に所属す る経営
者 。従業員一般

(不特定多数)

0



書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和4年度  活動計算書

令和4年 4月 1日 から 令和5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

科 目 金 額

915,000
5_897_000

2,877,360
413_000

8,566,250
12,126,820

月lR_100

96,800
355

6,812,000

3,290,360

21,211,170

97_155

19,961,031

6,962,734

3,537,895
23,968,747
27,506,642

2_877_860

―殷正味財麗増瀬の部
I 経常収益
1受取会費

正会員受取入会金
正会員受取年会費

2受取寄付金等
受取寄付金振替額 (指定正味財産からの振替)

支部設立金。支部運営金 *

3事業収益
受験料収入
受講料収入
カウンセリング収入

4その他収益
雑収入 (名 刺作成サービス代等)

受取利息 (普通預金利息)

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1事業費

資格認定試験費 (会場費用、運営スタッフ費用等)

講師料 (セミナー講師米斗、カウンセラー費用)

会員管理業務費 (総会費用等)

研修事業費 (会場費用等)

会報誌費用 (原稿制作費用、印刷代)

受講料充当額 (受取寄付金取り崩し)

システム開発費用
支部設立基金 *

支部運営費 (747名 ×500円 )*

2管理費
(1)人件費

役員報酬
給料手当(スタッフ給与)

人件費計
(2)そ の他経費

採用費
印刷製本費 (協会ハ°ンフレット、封筒等)

旅費交通費 (スタッフ通勤費用、移動交通費)

広告宣伝費 (広報活動、企画費用)

消耗品費 (事務用品購入)

諸会費 (国際EAP協会、新宿NPOネットワーク協議会)

支払手数料 (ドメイン管理料、振込手数料等)

通信費 (電話代、切手代等)

雑費
租税公課 (預金利息に対する所得税等)

その他経費計
経常費用計

前期繰越一般正味財産増減額
次期繰越一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額
前期繰越指定正味財産増減額

前期繰越正味財産額
々期経繊T藤財産箱

当期一般正味財産増減額

Ⅱ 一般正味財産への振替額

次期繰越指定正味財産増減額

当期正味財産増減額

指定正味財産増減の部
I受取寄付金

8,130,510
4,006,052
756,169

2,374,214
982,459

2,877,360
421,267

0
413,000

148,500
31,549

258,704
85,060
81,706
36,000

276,502
7,968

22,483

-2,877,360

7,127,440
4,250,080

660,535
31,096,187
31.756.722



書式第 15号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和4年度 貸借対照表

令不口5年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部

1流動資産

現金預金

現金

普通預金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

144,835

36,938,598

∩
Ｖ
　

　

　

∩

ｖ
　

　

　

＾
Ｕ

5,188,251

138,460

37,083,433

37 3,433

5 6 7'11

∩

ｖ

5,326,711

∩

Ｖ

31,756,722



28 事 業 報 告 用

令和 4年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人
EAPメ ンタルヘルスカウンセ リング協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会
計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引 当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(6)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目
資格認定
試験事業

事業部門計 管理部門 合計

6,812,000
3,290,360
21,211,170

97.155

6,812,000
3,290,360
21,211,170

96.800

ｎ
Ｖ

Ａ
υ

ｎ
Ｖ

ｒ
Ｄ

Ｆ
Э

6,812,000
3,290,360
21,211,170

97.155
31.410.685 31.410.330 355 31.410.685

6.962.734 ｎ

Ｖ 6.962.734 6.962.734

8,130,510
4,006,052

756,169
2,374,214

982,459
2,877,360

421,267
413,000
148,500

31,549
258,704
85,060
81,706
36,000

276,502
7,968

22,483
553

0

0

0

0

0

0

0

0

148,500

31,549
258,704
85,060
81,706
36,000

276,502
7,968

22,483
553

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

００

７

１

３

８

１

８

５

１

６

６

７

２

７

２

１

４

３

５

８

８

３

７

　

２

８

４

４

１

　

２

　

　

　

２

２ ０

７

０

０

９

４

０

６

０

２

８

３

３

６

６

６

０

０

４

０

６

０

０

０

６

８

５

５

３

２

０

５

５

７

０

７

０

５

９

４

５

０Ｏ

υ

8,130,510
4,006,052

756,169
2,374,214

982,459
2,877,360

421,267

8,130,510
4,006,052

756,169
2,374,214

982,459

ｎ
０

４

ェ

27.872.790 111.759 27.872.790

3.537.895 11.449.299 -7.911.404 3.537.895

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金等
3.事業収益
4。 その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
人件費計

(2)そ の他経費
資格認定試験事業
講師料
会員管理業務費
研修事業費
会報誌費用
受講料充当額
システム開発費用

°
支部設立費・運営費
採用費
印刷製本費
旅費交通費
広告宣伝費
消耗品費
諸会費
支払手数料
通信費
雑費
租税公課
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金 額 算定方 去

該当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費 と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費 と管理費に共通する経費は従事割合に基づき按分 しています。

その他の事業に係 る資産の状況

特にな し

７

〓

8

内容 期 首残 高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

7,127,440 ｎ

Ｖ 2,877,360 4,250,080日本ライセンスハ
゛
ンク寄附金

合計 7,127,440 ｎ

Ｖ 2,877,360 4,250,080

EКAアカデミー受講料補助に限定

期首取得価額 取 窄 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額
ｎ
ｖ

Ａ
υ

＾
υ

ｎ
Ｖ

Ａ
υ

ハ
υ

∩
Ｖ

Ａ
Ｕ

Ａ
υ

ｎ
Ｖ

∩

〉

＾
υ

ｎ
Ｖ

Ａ
Ｕ

ｎ
Ｖ

0 0 0
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

合 計

期首残高 1 当期イ争jス、 当期返済 期末残高科 目
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ合 計

内役員及び

近親者 との

取引
科 目

計算書類に

計上された

金額
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

科



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度  財産目録

令和 5年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人
EAPメンタルヘルスカウンセリング協会

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金
胃
只

疫
何

I 資産の部

1流動資産

現金預金

現金

普通預金

流 動 資 産 合 計

2固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1流動負債

未払金

預り金

流 動 負 債 合 計

2固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

144,835

36,938,598

ハ
υ

∩

ｖ

∩

ｖ

5,188,251

138,460

37,083,433

∩

Ｖ

37,083 433

5 711

5,326,711

∩

Ｖ

31,756,722



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

:壺珪!壁堕」量:動五巫」盤2堅!坐!堕l血型 :互:協金___

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

7]以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

乏ヽ」各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1 儘ゴ
V

監事

マツタ
゛
  ナオユキ 令不口4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日松田 直之

2
/~ヽ

Qザヵ監事
シマタ

゛
  シケ

゛
ヒサ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年    月    日

年  月  日嶋田 茂久

3 監 事

アキヤ  ユウシ
゛

令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年   月 目

日年 月秋谷 裕二

′
４■ 監 事

ナカ
゛
イ  ユリ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日永井 裕理

理事 監事
`

スキ
゛
オ  テツヤ 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日杉尾 哲也

′
０ 理事・監事

年  月 日

日年 月

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 ) 設立・事業報告

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人EAPメ ンタルヘルスカウンセリング協会

氏   名

1 訟田 直之

2 鳴田 茂久

3 飲谷 裕二

4 永井 裕理
(石川 裕理)

ｒＤ 杉尾 哲也

6 河江 信嗣

７
〓 吉田 智美

8 中川 知世

Ｑ

） 小西 崇介

10

床式会社
リカレン トキャリア

代表取締役 松田満江

11

12


